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オーストラリアレポート

豪州の住宅市場動向
（審査確認番号H29-TB171）

○○○○○○○○
 豪州住宅価格が上昇する中、値上がり期待等を背景に所得水準に見合わない無理なローンを組む
ケース等が増加し、今後の豪州経済の懸念材料とされている。

 政策当局による融資規制等が浸透し、豪州住宅価格の上昇は緩やかに鎮静化するものとみられる。

 豪州の住宅価格は、中国等海外からの資金流入や鉄鉱石価格急騰による資源バブル等を背景に、2012年1
～3月期を境に上昇期入りしました。シドニーの住宅価格の上昇率は2017年1～3月期時点で約1.7倍、豪
州全体では約1.4倍となっています（図表1）。一段の上昇観測等を受けて、インタレスト・オンリーロー
ン（以下ＩＯローン）（注）（図表2）や所得水準に見合わない無理なローンを組むケースが増えたとされて
います。金融機関も積極的に融資を行い、豪州家計の債務比率（対可処分所得）は他の先進国に比べて高い
水準となりました（図表3）。世界的な金余りを背景に、「居住目的」ではなく、値上がり益を追求する
「投資目的」の海外資金流入が活発化したことも住宅価格の上昇に拍車をかけたとの指摘もあります。住宅
価格の動向次第では家計や貸し手の金融機関、ひいては豪州経済が大きな痛手を被ることも想定されます。

 住宅価格の更なる上昇を抑えるために、豪州政府や日本の金融庁に相当する豪州健全性規制庁（ＡＰＲＡ）
等は、外国人の購入規制実施や銀行の貸出判断基準厳格化義務付け等の対策を講じています。ＩＯローン比
率の低下、住宅着工や許可件数の減少等その効果が徐々に浸透し始めたようです（図表2、4）。今後、豪
州の住宅価格の上昇は緩やかに鎮静化するものと思われます。調整スピードが速いと判断される場合、豪州
政府等は融資基準の緩和や利下げ等を行い、住宅価格の底割れを防ぐものとみています。

図表1：豪州及び主要都市の住宅価格

豪州住宅価格の上昇、沈静化の兆し

図表3：主要国の家計債務比率（対可処分所得） 図表4：豪州住宅着工件数・許可件数（前年同期比）

-40

-20

0

20

40

60

10/3 12/3 14/3 16/3

住宅許可件数（前年同期比）

住宅着工件数（前年同期比）

（年/月）

データ期間：2010年3月末～2017年3月末（四半期）（%）

図表2：豪州新規住宅融資額に占めるＩＯローン比率

（注）当初数年程度は金利支払いのみとし、元本の返済を繰り延べて支払額を抑える仕組み。当初は返済負担が相対的に軽いが、その間は
元本の返済が行われておらず、後になるほど返済負担が増す。変動金利で借り入れている場合、金利が上昇すると元本返済を繰り延
べしている分支払負担が増す可能性がある。

出所）図表1、4はブルームバーグ、図表2はAPRA、図表3はOECD（経済協力開発機構）データを基にニッセイアセットマネジメントが作成
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（％） データ期間：2015年時点

※1：家計債務残高／可処分所得
※2：家計債務の大半は住宅ローン


